
「中東：未来への選択肢」会議開催
SPF研究員

石井ほづみ

2 0 0 1年2月2 5～2 6日の2日間、ヨル

ダンにおいて「The Middle East: Alter-

native for the future（中東：未来への

選択肢）」と題する会議が開催された。

この会議は、S P Fが3年にわたり助成し

ている「中東における新たな対話メカ

ニズムの促進」事業の一環として行わ

れたものである。

2年目にあたる今年度は、ヨルダン

王国のハッサン・ビン・タラール皇子

の主導により、ハッサン皇子事務所の

調整の下、ヨルダン外交研究所主催、

王立科学協会の協力で会議が開催さ

れ、ヨルダン、パレスチナ、シリア、

レバノン、エジプト、モロッコのアラ

ブ各国を中心に、アメリカ、フランス、

ドイツ、スウェーデンを含めた政治家、

学識者、研究者、専門家など約6 0人が

参加した。

会議は、ハッサン皇子、ヨルダン外

交研究所のカーメル・アブー・ジャー

ベル所長、そしてS P Fを代表して堀武

昭アドバイザーの3人による開会スピ

ーチによって幕が開き、続いて3つの

セッションで発表と討議が行われた。

第一セッション「中東：インティフ

ァーダ（パレスチナ占領地住民蜂起）」

は、パレスチナとイスラエルの中東和

平交渉における最終地位合意の結着が

いよいよつくと思われた昨年の9月末

より始まったインティファーダの真意

を考えてみようというものであった。

約5 0年にわたるイスラエルとアラブの

闘争と和平の模索、そしてその集大成

ともいえるオスロ合意……。しかし、

今回のインティファーダで、これまで

のパレスチナとイスラエルの和平の模

索、交渉方法などに限界が生じている

のではないかという見解がセッション

を通して導き出された。両国政府のみ

ならず、広く双方の市民を巻き込んだ

和平交渉を考える時がきたのではとい

う観点から、活発に議論が行われた。

第二セッション「経済的視点から」

は、中東地域の将来を経済発展の見地

から考えた興味深い発表がなされた。

現在、域内外で進行中の二国間および

多国間経済協力、さらにE Uと中東の地

域経済ブロックなどの事例が紹介され

た。ここでも政府と市民の協調の重要

性が指摘され、情報の透明性などを含

めた民主化、教育と人材育成などに配

慮した発展について提案された。

第三セッション「イスラエルとアラ

ブ世界」は、アラブ世界における市民

社会の現状、イスラエルとアラブの関

係正常化という問題について活発な議

論が展開された。特に、エジプト、モ

ロッコ、レバノンの3人の女性研究者

および活動家が、女性問題、児童問題

を含めた人間の安全保障という見地か

らアラブの社会変化について発表し、

いかにアラブの市民社会を発展させる

かについて、参加者と活発な意見交換

がなされた。さらに、イスラエルとア

ラブの関係正常化については、その定

義や進め方に関する興味深い発表がな

された。これに関連して、パレスチナ

とイスラエルでは若い世代がお互いの

言語を学ぶことによって理解を深め合

う取り組みがされており、このような

例にみられるような、市民レベルでの

「関係正常化」の必要性に一石を投じ

る報告がされた。

本会議でなされた提言、提案は、フ

ォローアップとして開催される同事業

の「首脳円卓会議」（中東各国、先進

国、および国際機関より参加予定）で

発表される運びとなっている。

ヨルダンのバックアップに
よって開催された
「中東：未来への選択肢」 会議

いま問われる
市民レベルの「関係正常化」
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変わりつつある世界における
NPOの位置づけとは

田淵 先生が読売新聞に「健康のため

には死んでもいい」という人たちのこ

とを書かれたのを拝見しましたが、世

相を反映した名言だと思いました。若

い女性が「ルイ・ヴィトンのバッグを

買うためには死んでもいい」というの

も、それに近い感覚でしょうね。

山崎 ルイ・ヴィトンを買いたいとい

う女性は、まだ可愛いんです。ちょっ

と贅沢しているからといって、威張っ

てはいませんからね。ところが、禁煙

派の健康論者というのは、倫理的に自

分が上だと思っている。これが不愉快

なんです。

田淵 バブルがはじけた過程をみてい

てもわかるんですが、日本人はブーム

が好きなんですよ。みんなで一緒に1

つのところに走るから、その反動も大

きい。

山崎 バブルの発生については、そう

いう付和雷同という要素はあったでし

ょう。しかし、抑える時には、もうち

ょっとソフトランディングする方法が

あったんじゃないでしょうか。

田淵 私は20世紀は戦争の世紀だった

と思っています。しかし、破壊があっ

てはじめて創造があり、その後の経済

の繁栄もあります。これも1つの循環

のような気がします。アメリカのニュ

ーエコノミーも、20世紀のそういう循

環の最終的な繁栄の1つだったのでは

ないでしょうか。

3年前に日下公人さんと対談した折

に、私は「ニューエコノミーの時代に

入った」と言いましたが、今日は「ニ

ューエコノミーは終わった」と申し上

げたい。しかし、ソフトランディング

というのはなかなか難しいことです。

かなり破壊的なランディングで終わっ

て次が始まるような気がします。

山崎 経済と並行して、世界政治も区

切りの10年が終わったという気がしま

す。10年前に冷戦が終わり、世界地図

はいったん混沌としました。しかし、

ロシアにプーチンが出現したあたりか

ら明確になってきたのは、ロシアや中

国は、経済はともかく、政治の上での

民主化はかなり難しそうだということ

です。

最近のロシアでは、プーチンへの個

人崇拝が高まって、一般の家庭向けに

プーチンの彫像が売れているらしい。

彼が地方視察に行くと、そこが聖地に

なるそうです。言論の弾圧も強まる一

方です。ロシアン・マフィアの問題も

あって、ロシアの民主主義はほとんど

機能しなくなっています。

一方中国は、法輪功をすさまじい勢

いで叩いています。人殺しをしたわけ

でも、政府に対して反旗を翻したわけ

でもないのに、必死になって抑えてい

る。つまり、政治体制の脅威だと中国

は感じているわけです。その程度の異

分子も許せないような政治的な統一体

というものは、やはり恐ろしい。台湾

に対する態度も硬直するばかりです。

しかも最近、この2国の関係はかなり

緊密になってきています。

あと2年ほどすると、中国は石油の

純輸入国になります。そうなると、ロ

シアの天然ガスがほしい。おまけに政

治 体 制 も 似 て い る か ら 仲 良 く な り ま

す。また、イランもきな臭い。石油輸

出国であるイランは、石油の見返りに

20世紀の最後の10年が
終わってみえてきたこと

劇作家・東亜大学学長 山崎正和　
笹川平和財団会長 田淵節也

民主主義の欠陥を補完する存在として



中国から武器を輸入する可能性も大き

い。つまり、ユーラシア大陸の中央部

分の3国がつながって、1つの極をつく

り始めているんです。

山崎 文化人類学者の梅棹忠夫さんが、

30年ぐらい前に『文明の生態史観』と

いう本を書いています。彼は、当時の

常識に反した形で世界を2つの文明領域

に分けました。つまり、ユーラシア大

陸の中央部と、その東西の周辺部は2つ

の異質の文明をつくったというわけで

す。中央に非常に風土の荒い、民族的

対立の絶えない、独裁国家のできやす

い地域がある。そして、その周辺に、

比較的温暖な気候に恵まれて、豊かで、

争いが比較的少ない地域――これはヨ

ーロッパと日本だという理論なんです。

30年たって、これがいま現実にそうな

りつつあります。

面白いことに、歴史を振り返ってみ

ると、ロシアも中国もイランも、いず

れも封建制を経験していないんです。

田淵 封建性というのは、資本主義が

生まれる土壌、すなわち前段階ですよ

ね。

山崎 それをどちらも経験していない。

巨大帝国だったんです。そして、ルネ

ッサンスも経験していない。そういう

不思議な地帯が真ん中にどかんとある

わけです。この10年、さんざん苦労し

て右往左往したけれども、今度はイデ

オロギーではなくて、いわば近代と前

近代というかたちで、世界は2つの地帯

に分かれつつあるということなのです。

もちろん、冷戦の復活とはいいません

が、日本やアメリカの旧自由主義諸国

からみて、いわゆる関与（エンゲイジ

メント）の態度でつきあうべき相手と、

同盟を結ぶべき相手がかなりはっきり

分れていくんじゃないでしょうか。

田淵 ロシアはEUの成熟と比べたらま

だ若いですね、スターリン共産党時代

もせいぜい70年だし。先生のお話を聞

いていて、案外ロシアが出てくるよう

な気がしてきました。

山崎 これから10年で、いろいろな変

化が起こる可能性はあると思います。

中国も、モスクワで勉強した旧指導者

層の次の世代が出てきた時にどうなる

か……。

最近、ある外務省の高官に、北京は

シンガポールを研究しているという話

を聞きました。高級官僚や若手政治家

を 送 り 込 ん で 勉 強 さ せ て い る そ う で

す。このままではWTO（世界貿易機関）

加盟問題に対処できない。かといって

共産党の1党独裁をやめるわけにはい

かないという状況で、シンガポール元

首相であるリー・クアンユーの独裁を

学ぼうということなのです。つまり、

デファクトの独裁ですね。

一方は小さな都市国家だし、一方は

巨大な大陸ですから、その違いは大き

いと思いますが、10年先のことはわか

りません。しかし、いまは田淵会長が

おっしゃったように、アメリカのニュ

ーエコノミーの終焉と、冷戦後という

時代の終焉が同時に起こりつつあると

いう感じがしています。

田淵 日本のGDP（国内総生産）は相

当なもので、中国を含めたアジア全部

よりも大きい。中国もWTO加盟に向け

て動いていますが、貧富の差はだんだ

ん大きくなっています。ここで日本の

貯金を全部使って、日本がアジア経済

を支え続ける、輸入するということも

考えなけれけばなりませんね。

山崎 具体的には、日銀の速水総裁の

意見に反して、通貨の供給量を増やそ

うというご意見ですか。＊

田淵 そうです。

山崎 日銀が国債を市中で買い上げて、

銀行にお金が貯まると、民間の市場で

融資が緩やかになります。その結果と

して、多少インフレ気味に誘導されて

いくということですね。

田淵 日本の財政赤字がGDPより多く

なったとか、失業率が4 .7％で大変だ

といいますが、まだまだヨーロッパの

失 業 率 の 半 分 以 下 で す 。 財 政 赤 字 が

6 0 0兆円あっても、消費税を1 0％か

12％にすれば、すぐに解決します。で

すから、そう心配することはありませ

ん。案ずるより産むが易しです。先に

思い切って使ったらいいのです。

山崎 私のまわりの経済学者たちも、

田淵会長と同意見です。速水さん1人

また世界は新たな2つの
地域に分かれていく

日本がアジア、そして世界を
買い支えなくてはならない

劇作家、評論家、演出家、東亜大学学長、大阪大学

名誉教授、兵庫現代芸術劇場芸術監督。1 9 3 4年3

月2 6日京都府生まれ。5 6年京都大学文学部美学

科卒業。6 4～6 6年エール大学留学、同大講師を経

て、コロンビア大学客員教授。7 2年別役実らと劇

団・手の会を結成、代表に就任。7 4年関西大学教

授、7 6年大阪大学演劇学科教授、9 4年東亜大学大

学院教授を経て、2 0 0 0年学長。学院生のころから

戯作を始め、6 3年「世阿弥」で岸田国士戯曲賞、8 4

年「オイディプス昇天」で読売文学賞を受賞。文芸

批評、文明批評、芸術論、演劇論、史論、紀行など

多彩な分野で活躍し、7 1年「劇的なる日本人」で

芸術選奨を、7 2年「鴎外　闘う家長」で読売文学賞

を受賞。9 7年には自らが中心となり、日本の優れ

た論文を世界に紹介するニューズレターを日米欧

共同で発行するプロジェクト（C I C）を開始。9 9年紫

綬褒章受賞。96年10月より笹川平和財団理事。

山崎正和（やまざき まさかず）

＊編集部注： この対談が行われたあと、 日銀は
2度にわたって公定歩合を引き下げ、史上
最低の0.25％とすることを決定した。



が反対しているようですが、先行きは

どうでしょう。

田淵 国債の日銀引受までは無理だと

思いますが、マーケットからどんどん

買うようにはなっていくんじゃないで

しょうか。そうでないと、日本経済そ

のものが、ますます身動きがとれなく

なってしまいます。

山崎 先ほど2極対立が厳しくなるだ

ろうと申し上げましたが、それは政治

面のことで、経済は別です。ですから

会長がおっしゃるように、アジアの重

要性は一方でずっと強まっているし、

日本はそれを助ける政策をとるべきだ

ということには全面的に賛成です。そ

れに加え、日米だけでなく、日欧とい

う組み合わせが今後重要になってくる

と思います。

たとえば、アジアについてヨーロッ

パのもつノウハウは、依然としてかな

り重要なものがあります。我々がアジ

アとつき合うのに、同じ皮膚の色をし

ているからといった情緒論は捨てて、

ヨーロッパの知識を貸してもらう、あ

るいは一緒に組んでやる、という場面

が今後増えるのではないでしょうか。

もちろん、日米機軸は軍事同盟に基

づいていますからそう簡単に動くもの

ではないし、対米輸出の比率もそう簡

単には変わらないでしょう。ですから、

日米機軸は機軸として存在しますが、

それにプラスして日欧の組み合わせも

あるということです。

もう1つ、日本とインドという組み

合わせも見逃せません。先ほどのユー

ラシア大陸の枢軸国から、インドはは

み出しています。その辺りで日本がう

まく動けば、少し多角化した世界関係

がこれから構築できるのではないかと

思います。

日本を含んだアジア周辺の経済成長

率は、おそらく今後10年、相当高い

だろうと思います。これによっても、

その地域の情勢は、政治的に若干多角

化していくのではないでしょうか。

田淵 ヨーロッパは確かにノウハウを

たくさんもっています。その知恵をし

っかり利用するためには、思い切って

お金を使わないといけない。つまると

ころ、お金です。

山崎 日本が貯金をはたいてアジアを

賑やかにするということは、避けられ

ない道でしょうね。

田淵 そう思います。それなのに、み

んな一生懸命にお金を使わずにデフレ

スパイラルが続いているわけです。イ

ンフレにするためには、ここで思い切

った方策をとる必要がありますね。

山崎 私は笹川平和財団にお手伝いい

ただいて、日米欧の知的交流事業CIC

（Committeeon IntellectualCorre-

spondence）に携わっています。これ

は地味な事業ですが、着実に成果をあ

げています。ドイツを中心にヨーロッ

パ側の反響を聞いてみると、特に日本

の発言が喜ばれています。

彼らは、そもそも日本の発言という

ものが存在するということさえ知らな

かったのです。いわゆる学術論文とか、

自然科学の論文ではなくて日本の一般

ジャーナリズム、それが読んでみると

意外に面白いというんです。

知的社会では特に、ヨーロッパが尊

敬するとアメリカがついていくとい

う、面白い構図があります。このバラ

ンスを使わない手はありません。その

意味で、CICに対する笹川平和財団の

援助の意義は非常に大きいと思いま

す。

田淵 山崎先生の世界に対して普遍性

をもつ哲学的な発言があるから受け入

れられているのでしょう。しかし、確

かにヨーロッパの偉い人が褒めると、

アメリカ人は安心して賛成するでしょ

うね。

山崎 C ICの編集会議でも、私とドイ

ツ人の編集委員が組んで、アメリカを

牽制するという場面がしばしばありま

す。アメリカの知識人はユダヤ人が多

いですから、どうしても論調が反アラ

ブ的に偏りがちになります。そういう

時「アラブにもちゃんと近代的な知識

人がいるよ」と言い出すのはドイツ人

の編集委員です。それを我々は応援す

るという、面白い構図ができています。

これは、ごく狭い社会の現象ですが、

やがて経済や政治でもそういう関係が

できて、みんなでアジアを耕していく

という形になるのが理想ではないでし

ょうか。

田淵 その時、インドはどういう役割

になりますか。

山崎 インドは微妙なところです。歴

史的に中国とインドは仲がずっと悪

い。ところが、ロシアとインドはかね

てから仲がいい。ですから、なるべく

相互協力の関係を深めて、お金も出し

て、なるべくこちら側にいていただく

ほうがいいですね。

ロシアという巨大な共産帝国が倒れ

たあと、世界中大混乱でした。10年

前に比べると、少しは地図がみえてき

たのかなという感じはしますが、当分

の間ロシアはつかず離れずつきあうべ

き国でしょうね。

田淵 IMFがロシアの若い学者を根こ

そぎ連れて行ったそうですね。

知的社会の構図を知っていれば
日本の声は世界に伝わっていく



山崎 ロシアもインテリ個人の水準は

高いらしい。ただ、どうしてもインテ

リが一般大衆を含んだ社会全体を動か

すところまでいきません。聞くところ

によると、スターリン体制の下でも、

インテリだけは非常に限られた暖かい

社会をつくって生き延びていたんだそ

うです。

ロシアというのは面白い国で、水準

の高いインテリが常にいます。しかし、

修道院のようなところに入っていて社

会は動かしていない。文学や音楽の水

準などからみると、大変な国ですけれ

どね。

山崎 私はいま、NPOというものが日

本において非常に重要な時期を迎えて

いると思っています。社会認識が深ま

って、NPOという言葉を知らないイン

テリはいなくなりました。アメリカで

は、国家予算よりも大きいお金を財団

が使っています。NPOが、今後成長す

ることは間違いありません。

しかし、これをどう民主主義社会の

中に意味づけていくかという理論がま

だありません。私たちも模索中ですが、

世界的にみてもそれほどたいした理論

はないようです。

民主主義社会というものは立派なも

のだし、人間が選択しうるベストの政

治形態です。しかし、民主主義の本質

的な欠点を同時に補っておかないと、

民主主義社会自体が生きていけなくな

ってしまいます。そして、民主主義の

欠点を補完するのがNPOである――こ

れが私の考え方です。

民主主義には3つの特長があります

が、それぞれ欠点と背中合わせになっ

ています。

第1の特長である多数決は、衆愚に

傾く恐れが常にあります。

次に合意ですが、これには時間がか

かります。大きな政治的課題、あるい

は国家の全体的な方針については時間

をかけて決めるべきですが、これは裏

返せば機動性に欠けるということで

す。

3番目は現在志向であるということ

ですが、これは長期的視野に欠けると

いうことです。人材の育成や知的社会

の構築には、20年、30年かかります。

ところが現在志向の政治では、今の子

供をどう幸せにするかという話に問題

が矮小化されてしまいます。

そして、民主主義自体が自分の欠点

に気づいてつくり出した装置がNPOな

のです。個々のNPOは、決して国家の

ように大きくはありません。大きくな

いということは、リーダーシップが働

きうるということです。そして、任意

に民間のお金を集める、あるいは税金

の一部を委託して預けられているわけ

ですから、これをいちいち議会にかけ

る必要はない。したがって、機動的に

動くことができます。リーダーシップ

がはっきりしていて、組織が小さくて、

自由がある。

また、独自の観点から長期的問題を

扱うこともできます。特定の問題に長

期的にお金をつぎ込むということは、

国家にはなかなかできないことです。

選別重点的政策ということが政府には

難しい。一所懸命努力はしていますが、

常に公平性と多数決の原則に足を引っ

張られて、何を決めても結局は薄く広

くばらまくことになってしまいます。

その点、財団では、そのプロジェク

ト・マネジャーがしっかりしていれ

ば、5年、10年という投資を行って、

自由に研究させることも可能です。

ですから、自分で仕事をする財団と

いうものは、いわば民主主義が自らの

欠点を悟って、非民主的エージェント

をつくっている、こう理解すべきだと

思います。

もちろん、財団にも悪者がいて、小

銭を盗む可能性もあります。しかし、

そこで失う国民の利益と、財団が機能

しなくなった時の国民の損失とどちら

が大きいでしょうか。国の資金の一部

も、あえて「非民主的」に、民主主義

の欠点を補うような方策で使うという

のが、NPOの存在意義だと思います。

単純な公平性、透明性というようなこ

とを言っていたら、民主主義そのもの

が死んでしまいます。

田淵 民主主義の3大美点と、その裏

に潜む3大欠点という意見には、まっ

たく同感です。その欠点をNPOが補う

ことができれば何よりですが、NPOに

それだけの力があるでしょうか。

山崎 率直に言って、確かにそれほど

の力はないと思います。ただ、現代は、

科学技術の意味、生命倫理の問題、市

場化が進む中で自由と平等のバランス

をどうとるべきかなど、知的課題が山

積しています。かつての社会では均質

な労働力が最も求められていました

が、高度な知的社会では、社会を運営

し、科学技術を支える一握りの知的人

間の重要性が増大します。こう考える

と、そういう人材を支援する財団の力

は意外に小さいものではありません。

田淵 高度知的社会に一番必要なの

は、高度な知的人間であり、その人材

を養成できるのがNPOだということで

すね。

NPOは民主主義の欠点を
自ら補完する存在



2000年12月21日、日本とラテンア

メリカの企業間提携関係に関するセミ

ナーがサンチアゴのチリ大学で開催さ

れ、SPFが助成してきた「テクノロジカ

ル・パートナーシップ」事業は、その

セミナーをもって成功裏に終了した。

セミナーでは、日本を含むアジア地

域とラテンアメリカ地域の企業間提携

の現状分析と今後の可能性に関して、自

動車、電気、鉄鋼、ワインなどの産業

別に、本事業からの知見を中心に理論

的かつ実証的な視点から報告がなされ

た。また、日チ経済委員会のロベルト・

デ・アンドラカ委員長や、チリ外務省

のハラ前アジア局長などの出席も得た。

セミナーの模様はチリの代表的日刊紙、

メルコスール紙上でも報じられた。

本事業を終了するにあたって、本事

業の経過や成果、本事業のもつ含意に

ついて包括的に紹介したい。

本事業は、助成先であるチリ大学に

加え、アルゼンチンのブエノスアイレ

ス大学、日本の筑波大学の3大学による

国際共同研究として、1995～2000年

度の6年継続事業としてスタートした。

その背景には、先進国と発展途上国の

企業間にしばしばみられる先進国から

発展途上国へという一方向的な関係の

みでなく、対等で双方向的な提携関係

はありうるのか、そこにどのような促

進要因、阻害要因が存在するのかにつ

いて、理論的かつ実証的に明ら

かにし、その知見を企業や政策

担当者に広く紹介しようという

問題意識があった。

当初は、「テクノロジカル・パ

ートナーシップ」という概念、

すなわち「技術」を中心として

研究を進めていた。しかし、研

究の進展につれ、提携関係を考

えるには単なる「技術」では不

十分で、「技術」を包含しつつ、

より広義の意味あいをもつ「知

識」を中心とした提携関係とい

う視点がより有効であることが

明らかになった。それに伴い、

本事業の中心概念を「テクノロ

ジカル・パートナーシップ」か

ら「ナレッジ・パートナーシッ

プ」へと発展させていった。

本事業では、前半3年間で各国

のナショナル・イノベーション・シス

テムの比較分析を行い、企業を取り巻

くさまざまなアクターがどのように機

能しているか明らかにした。後半3年間

は、前半の基礎研究をベースとして、日

本を含むアジア地域とラテンアメリカ

地域の企業レベル間の「ナレッジ・パ

ートナーシップ」に関する事例分析や

理論的考察などを行った。

前半3年間の研究成果は、98年にス

ペイン語の論文集として商業出版され、

その論文集はチリの代表的ビジネス雑

誌『イノバシオン』で紹介された（写

真参照）。また、後半3年間の研究成果

については、英語の論文集として商業

出版される予定で、2001年度末発行を

目指し、現在、最後の編集作業を急い

でいる。

本事業の学術的意義については、そ

の論文集の内容で最終的に判断してい

ただく以外にない。しかし、それ以外

の具体的成果として、本事業をきっか

けとしてチリ大学にアジア研究センタ

ーが発足したことがあげられる。本セ

ンターは、チリ大学学長の下での全学

的プロジェクトで、ここを媒介として、

アジア地域とラテンアメリカ地域の「ナ

レッジ・パートナーシップ」がいっそ

う促進されることが期待される。

最後に、本事業のもつ含意に若干触

れ、本レポートを締めくくりたい。優

れた研究の条件の1つは、そこから興味

日本とラテンアメリカの
ナレッジ・パートナーシップの可能性
――「テクノロジカル・ パートナーシップ」事業

成功裏に終了したテクノロジカ
ル・パートナーシップ事業

「テクノロジカル・
パートナーシップ」 から
「ナレッジ ・パートナーシップ」 へ

SPF主任研究員 柴田友厚

チリのビジネス誌『I n n o v a c i ó n 』の1ページ。本事業の成果をまとめ
た出版物『Sistemas Nacionales de Innovación』が紹介されている

「先進国と途上国間の知識の
流通」という課題



深い仮説や命題が提示され、それをき

っかけとして新しい研究が次々と生み

出されるような優れた波及能力をもつ

ことである。視点を拡大すれば、本事

業は「ナレッジ・パートナーシップ」と

いう言葉が表すように、「先進国と途上

国間の知識の流通」の問題を扱ってい

る。

先進国と途上国間の技術や知識の流

通や移動は、一般的には先進国から途

上国への一方的な流れと考えられてい

る。事実、技術移転という概念は、ま

さしく先進国から途上国へ、技術を一

方向に移し替えることを暗黙のうちに

想定している。また、近年の知的所有

権を重視した米国を中心とするプロパ

テント政策によって、世界的な知識の

流通はますます先進国から途上国へと

いう傾向を強めているように思える。先

進国の企業が知的所有権によって有用

な知識を権利化し、途上国に対して、そ

の知識をライセンス供与するというの

が典型的な構図であろう。

しかしその一方で、たとえば生物多

様性条約に関する現在の議論では、先

住民がもつ伝統的知識の取り扱いや法

的保護などに焦点がおかれており、そ

のような流れも同時に存在するという

ことも考慮に入れておく必要があるだ

ろう。

一例をあげれば、インド民衆の伝統

的知識に基づいて、米国企業がニーム

という木から殺虫剤を開発し、特許を

取得したという事例が存在する。この

事例では、明らかに米国企業はインド

で歴史的に継承されてきた伝統的知識

を利用しているにもかかわらず、イン

ドはなんら便益を受けていない。伝統

的知識を保護する法的枠組が確立され

ていないからである。

これは、知識の中に科学的知識のみ

ならず伝統的知識まで含めて「先進国

と途上国間での知識の流通」を考えれ

ば、まったく異なる構図がみえてくる

ことを示唆している。

このように、本事業が提示している

「先進国と途上国間の知識の流通」とい

う課題は、きわめて先端的な課題へと

発展させることができる。2冊の論文集

やアジア研修センターという具体的成

果によって知見がいっそう普及するこ

とに加えて、本事業が示唆している「先

進国と途上国間の知識の流通」という

視点に触発され、今後新しい試みや研

究が次々と発展的に展開されていくこ

とを期待したい。

テクノロジカル・パートナーシップに関するプロジェクト

は、1 9 9 5年に開始され、2 0 0 1年に成功裏に終了した。従来、

この分野に限らず、日本、さらにはアジア諸国とラテンアメ

リカ諸国の経済関係に関する共同研究プロジェクトは、ほと

んど行われていなかったといって過言ではない。本プロジェ

クトにおいて、両地域間のテクノロジカル・パートナーシッ

プについて初めて理論的・実証的研究が行われ、さらにその

成果が企業や研究機関などに広く紹介されることとなった。

まず、テクノロジカル・パートナーシップの前提となる基

本的なさまざまな分野に関する研究が行われ、中でもそのよ

うなパートナーシップと深いかかわりをもつ各国のイノベー

ション・システムがどのように機能しているか、また異なっ

た特徴を有しているかについて、詳細な理論的・実証的研究

が行われた。この研究には、チリ大学、ブエノスアイレス大

学、筑波大学のほか、この分野の研究に定評のある国連ラテ

ンアメリカ・カリブ経済委員会（E C L A C）のホル・カッツ氏

（生産部門・技術研究部長）の参加を得て研究が進められた。

この成果はスペイン語でまとめられ、チリで出版されている。

〔Sistemas Nacionales de Innovación: Qué Puede Amér i c a

Latina Aprender de Jap ón?, Santiago(Chile) ,  Dolmen

Ediciones, 1998〕

次いで、こうした基本的研究に基づいて具体的にアジア、

特に日本企業とラテンアメリカ企業の戦略的連携やテクノロ

ジカル・パートナーシップに関する事例の研究、また東アジ

アとラテンアメリカの企業間の投資・貿易などについての総

合的な研究、さらにそうした連携のあり方に関する理論的研

究などを進められ、これらの成果は2000年12月のチリ大学の

セミナーで発表された。さらに、その内容については英語で

出版される予定である。

この最終セミナーには、日チ経済委員会のロベルト・デ・

アンドラカ委員長やE C L A Cの外国直接投資研究室長マイケ

ル・マルティモアー氏、チリ外務省ハラ大使（前アジア局長）、

チリ大学経済学部長らをはじめとする多くの参加者を得て、

活発な議論が行われた。

プロジェクトを通じての重要な成果は、共同での研究やセ

ミナーを通じて、日本をはじめとするアジア諸国とラテンア

メリカ諸国のアクターがさまざまな形で連携する潜在的分野

がきわめて大きいことが明らかにされたことである。さらに、

研究の成果を公表し、両地域間の経済関係の発展を促す方法

で貢献でき、参加大学のこの分野の研究を盛んにすることが

できた。特にチリ大学では、学長の下に全学的プロジェクト

として、アジア研究センターが発足した。これは、プロジェ

クト発足当時に経済学部長であったルイス・リべロス教授が

学長に就任したという恵まれた事情にもよるが、本プロジェ

クトがセンター発足のきっかけの1つとなったと考えられる。

プロジェクトの成果はチリ大学に設けられた同センターの活

動をはじめ、ブエノスアイレス大学など多くの組織を通じ

、今後さらに活用されていくと期待される。

ラテンアメリカとアジアの潜在的連携アクター
神戸大学経済経営研究所教授 細野昭雄



本誌前号でお伝えしたが、笹川中欧基金は設立10周年

を迎え、ガイドラインも一新した。「環境改善に向けた市

民活動支援」事業は、新ガイドラインの下で施行された

記念すべき第一弾である。

中欧基金は、旧ガイドライン下の人物交流事業で、主

に チ ェ コ 、 ス ロ バ キ ア か ら 環 境 分 野 に お け る オ ピ ニ オ

ン・リーダーを日本に招へいしてきた。その狙いは、中

欧諸国の人々に日本の環境改善への取り組みを知っても

らい、日本の経験を現地で役立ててもらうことにあった。

「環境改善に向けた市民活動支援」事業は、本基金の培

ってきた経験を生かし、さらに新しいガイドラインに則

って発展させたものである。

本事業の目的は、中欧諸国が抱える共通の問題として

の環境破壊の克服に着目しつつ、問題改善のための市民

活動を支援することである。

成功裏に終わった第一回笹川中欧環境賞授賞式

支援といっても、日本に本拠地をおく当基金が、現地

の人々と直接手を携えて活動することは難しい。そこで、

「笹川中欧環境賞」（通称SEA:The SasakawaEnv i ron-

mental Award）を対象4カ国それぞれに設け、優れた事

業を行っているNGOを顕彰することとなった。さらに、

各国の第一位に輝いたNGOの代表者を日本に招へいしよ

うというものである。

SEAの選考にあたっては、各国の環境分野における有識

者から成る現地選考委員会を設け、現地の新聞やNGO機

関紙を通じて広く環境市民活動を公募し、選考の任にあ

たっていただいた。各国選考委員会には1人ずつ閣僚級の

政府関係者にも参加を求め、将来、セクターを超えた協

力の礎になるよう配慮した。

第一回目となる今年度は、SEAの告知、プロジェクトの

公募が10月にずれ込んだにもかかわらず、ありがたいこ

とに4カ国とも多くの応募があり、受賞者選考は困難をき

わめた。しかし、2月上旬に、4カ国すべてにおいてSEA

授賞式を開催することができた。

授賞式は、日本的な雰囲気を出すため、日本料理店で

行う、あるいは日本料理を出すなどの配慮がなされ、参

列者に非常に好評だった。また、各国受賞者たちが自分

たちの活動を現地新聞、テレビを通じてアピールできる

よう、授賞式後に記者会見の場を設けた。

各国受賞者（団体）は、それぞれユニークな活動をし

ているが、中でもポーランドの団体の活動が興味深かっ

た。バルト海沿岸地帯で自然保護活動を行っているNGO

が、ポーランド海軍と協力・協働で活動するというもの

である。ポーランドでは、特に軍隊が環境破壊の加害者

として悪名高い。セクター間の協力というだけでなく、

環境破壊に名高い組織を反対の方向に向かわせたという

点で評価できる。

NGO支援の新たな形態を模索

プロジェクトに対して助成を行うことを原則とするSPF

にあって、そのプロジェクトを行う団体を顕彰するという

本事業は比較的ユニークなものといえる。しかし、助成金

の獲得ももちろん大切だが、団体の活動、ひいては団体そ

のものが他の組織などに評価、認知されるということも、

存在意義をアピールするために大切なことである。

我々の狙いはまさにそこにあり、本事業がNGO支援の

新たな手法になるのではないかと思う。

本事業を通じて、中欧基金のさらなる基盤強化、人脈

の形成に資することができれば、事業担当者としてこれ

に優る喜びはない。

最後に、今年度のSEAの選にもれた団体の代表者の言葉

を紹介しておきたい。

「受賞できなかったのは残念ですが、あの団体が選ばれ

たのなら私もうれしい。また次回も応募して、今度こそ

受賞できるように頑張ります」

笹川中欧環境賞は、2003年度まで4年継続して行う予

定である。

「環境改善に向けた市民活動支援」事業
中欧4カ国で笹川環境賞受賞式開催
笹川中欧基金

研究員　王
  おう

真生
 なおたか

スロバキアの受賞者たちを囲んで



第二次ガイドラインに則って強化された
2つの助成事業

笹川太平洋島嶼国基金は、太平洋島嶼地域の人材育成

と、日本との相互交流を促進する事業を支援、実施して

きた。そして、より充実した事業の推進を目的に、1999

年から2008年の10年間を対象とした第二次ガイドライ

ンを策定した。

この第二次ガイドラインでは、比較的近年独立を達成

し、歴史的地理的にも日本と関係の深いミクロネシア地

域への支援を強化することが謳われている。

ミクロネシア地域諸国への支援は、最近まで信託統治

国としてこの地域に深くかかわってきたアメリカの政府

やNGO、NPOの実績を評価し、それらの協力の下に進め

ることが望ましい。その考えに基づき、基金は現在、こ

れら地域の2つの教育機関、マイクロネシアン・セミナー

とポナペ農業職業訓練学校への助成を行っている。

ミクロネシア連邦の首都が位置するポナペ島にあるマ

イクロネシアン・セミナーとポナペ農業職業訓練学校は、

ミクロネシア地域を広くカバーする教育機関として、長

い歴史とその実績が評価されている民間の非営利組織で

ある。

「ミクロネシア地域の社会問題解決に向けたオンライン教育」 事業
Web上にフォーラムを開設
――マイクロネシアン・セミナー

マイクロネシアン・セミナーは1972年の設立以来、地

域の社会問題およびコミュニティ教育の拠点として、そ

の役割を担ってきた。特に、その蔵書や統計資料、研究

報告書は貴重な資料であり、多くのミクロネシア研究者

が利用してきた。基金の助成によって、99年より同セミ

ナーのWebが開設され、資料のほとんどがデジタル化さ

れた。その結果、世界中からマイクロネシアン・セミナ

ーの貴重な資料にアクセスできる環境が整った。

また、Web上にフォーラムが開設され、「米国との自由

連合協定」や「学校の役割」といったテーマで、オンラ

イン討議が行われている。このインターネットを利用し

たオンライン・フォーラムには、域内の教育関係者、政

府関係者だけでなく、アメリカに2万人以上いるといわれ

るミクロネシアの留学生や移民の人々が参加しており、

母国の社会問題を啓蒙する機会となっている。

「ミクロネシア職業訓練校の教員育成」事業
地元の教師を育てるスタッフ・ トレーニング事業
――ポナペ農業職業訓練学校

ポナペ農業職業訓練学校は、1965年に設立された域内

唯一の技術訓練校である。学生はパラオ、ヤップ、チュ

ック、コスラエ、マーシャル諸島、キリバスなどミクロ

ネシア地域全域から集まっており、同校の卒業生はすで

に1000人を超えた。同校は、域内の経済発展の基盤を支

える人材を育成してきたのである。しかしながら、いま

だに教師の多くがアメリカや日本からのボランティアに

依存しており、地元の教師が不足しているのが現状であ

る。

ポナペ農業職業訓練学校では、基金の支援で毎年卒業

生から5人を選抜し、2年間のスタッフトレーニング事業

を行っている。数年後には10人以上の地元の教師が育成

され、教壇に立つものと期待されている。

ミクロネシア地域への支援強化
笹川太平洋島嶼国基金

研究員　早川理恵子

マイクロネシアン・セミナーの設立者フランシス・ヘーゼル神父とセミナーに参加
する子供たち

ポナペ農業職業訓練学校の技術訓練の様子



笹川日中友好基金は1 9 9 9年7月、北京市、天津市、上海

市、重慶市の環境行政責任者を日本に招いた。この事業

終了後、訪日団の参加者が所属する中国の環境行政の主

管官庁、国家環境保護総局から、ある要望が寄せられた。

環境政策立案の中枢にある中国共産党中央政策研究室お

よび国務院発展研究センターの政策担当者に、日本の環

境政策の形成について調査する機会を提供してほしいと

いうのである。これを受け、笹川日中友好基金は「環境

政策と開発の協調」「環境問題をめぐる係争の解決事例調

査」のテーマに基づき、2 0 0 1年2月1 9～2 8日、政策担当

者による訪日調査事業を実施した。

一行は東京で中央政府関係部門を訪問したほか、新潟

県、三重県四日市市などを訪れ、総量規制をはじめとす

る環境関連条例の形成事例を調査した。また、政府だけ

でなく、企業や環境N G Oの取り組みなど、社会全体を巻

き込んだ環境保護の実態についても考察した。

また、環境政策形成をめぐる日中間の行政交流を記録

し、同時に交流の様子や日本の環境保護の現状を中国国

民により広く理解してもらうため、当基金では、交流の

内容をベースとしたテレビ番組の作成を中国の環境N G O、

北京地球村環境文化センターに委託した。訪日調査には、

同センターの関係者、中央テレビ局（C C T V）の記者も同

行し、取材した。完成したテレビ番組は、C C T Vの全国ネ

ットで放送される予定である。

環境政策形成調査事業
笹川日中友好基金　主任研究員　
于　展

1月3 0日～2月1日、シンガポールで「アジアからの情報

発信に関する調査」の総括会議が行われた。この調査は、

「アジアからの情報発信」事業の一環として、S P FがA s i a

Media Information and Communication Centre（A M I C）

に委託して2 0 0 0年7月に始めたもので、これまで東南アジ

ア7カ国の調査主査が、各国でアンケート調査、著名人の

インタビュー、成功／失敗事例調査などを行ってきた。

総括会議には、各国調査主査7人、シンガポール内外の

識者5人が出席した。7カ国のカントリーレポートの発表

に続き、2グループに分かれて、1 .アジアから発信すべき

テーマと誤解されているテーマ、2 .情報発信のターゲッ

トと戦略について討議を行った。会議最終日には、討議

内容を踏まえてアクション・プランが作成された。

政治、経済の状況、ジャーナリズムの自由度、情報発

信のためのインフラ整備のレベルなど、各国の状況には

大きな違いがあるが、1 .発信する側の能力向上（ジャー

ナリスト、広報、マーケティングなどに必要なスキルと

質）と受信する側のアジア理解促進（歴史、文化、社会

等）、2 .アジアのメディア関係者のネットワーク構築、3 .

欧米でカリキュラムや教科書の作成に携わる人たちやシ

ビル・サービスのプランナーなどへの働きかけ、4 .学

者・政策担当者・芸術家などの人物交流などが、各国に

共通する課題であるとしてアクション・プランに盛り込

まれた。

最終報告書は、今年度中に提出される予定である。

「アジアからの情報発信に関する調査」総括会議開催
SPF主任研究員（広報）
野村由布子

本調査のコーディネーター、A M I CのDr. Goonasekera（左から6人目）をはじめとす
る会議参加者たち

新潟東火力発電所を視察する一行
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尊　
重　
し　
、　
ま　
た　
佐　

藤　
誠　
三　
郎　
氏　
の　
お　
話　
の　
よ　
う　
に　
国　
家　
を　

こ　
の　
上　
な　
く　
大　
切　
に　
さ　
れ　
た　
―　
―　
こ　
れ　

が
私
の
理
解
で
あ
る
。

あ　
れ　
か　
ら　
一　
五　
年　
の　
歳　
月　
が　
流　
れ　
た　

が　
、　
昨　
今　
の　
教　
育　
の　
荒　
廃　
は　
も　
ち　
ろ　
ん　

の　
こ　
と　
、　
国　
の　
乱　
れ　
は　
な　
ん　
と　
し　
た　
こ　

と
だ
ろ
う
。

か　
ね　
て　
か　
ら　
私　
は　
、　
か　
つ　
て　
の　
臨　
教　

審　
の　
会　
長　
と　
し　
て　
、　
こ　
れ　
を　
黙　
視　
で　
き　

「親孝行と国家」
国際高等研究所特別顧問、京都大学名誉教授　SPF評議員・岡本道雄

で
な
い
か
。

五　・
近　
代　
文　
明　
と　
人　
類　
。　
近　
代　
科　
学　
技　

術　
文　
明　
の　
本　
質　
と　
教　
育　
の　
問　
題　
。　
そ　

の　
推　
進　
と　
抑　
制　
と　
は　
、　
ま　
た　
、　
科　
学　

者
の
責
任
と
は
。

以　
上　
の　
よ　
う　
な　
問　
題　
を　
考　
え　
る　
に　
あ　

た　
り　
、　
私　
は　
田　
中　
美　
知　
太　
郎　
先　
生　
（　
洋　

魂　
）　
と　
笹　
川　
良　
一　
氏　
（　
和　
魂　
）　
を　
想　
う　

の　
で　
あ　
る　
。　
と　
も　
に　
日　
本　
の　
将　
来　
に　
危　

機　
感　
を　
も　
っ　
て　
逝　
か　
れ　
た　
お　
二　
人　
で　
あ　

る　
。　
私　
が　
「　
和　
魂　
―　
洋　
魂　
―　
洋　
才　
」　
を　

提
案
す
る
ゆ
え
ん
で
あ
る
。

ま　
た　
、　
国　
家　
に　
関　
連　
し　
て　
、　
私　
は　
い　

ま　
、　
日　
中　
医　
学　
協　
会　
の　
会　
長　
と　
し　
て　
日　

中
医
学
の
交
流
を
行
っ
て
い
る
。

そ　
の　
中　
軸　
を　
成　
す　
事　
業　
と　
は　
、　
笹　
川　

記　
念　
保　
健　
協　
力　
財　
団　
の　
全　
面　
的　
援　
助　
に　

よ　
っ　
て　
、　
二　
〇　
年　
に　
わ　
た　
り　
、　
延　
べ　
二　

〇　
〇　
〇　
人　
の　
中　
国　
医　
師　
を　
日　
本　
に　
研　
修　

留
学
さ
せ
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。

八　
七　
年　
に　
始　
ま　
っ　
た　
こ　
の　
計　
画　
は　
、　

す　
で　
に　
一　
四　
年　
が　
経　
っ　
た　
。　
こ　
れ　
ま　
で　

に　
一　
二　
〇　
〇　
人　
余　
の　
中　
国　
の　
中　
堅　
医　
師　

を　
日　
本　
の　
各　
大　
学　
に　
招　
き　
、　
そ　
れ　
ぞ　
れ　

一　
カ　
年　
、　
研　
修　
の　
サ　
ポ　
ー　
ト　
を　
し　
て　
き　

た　
。　
研　
修　
生　
た　
ち　
は　
、　
帰　
国　
後　
に　
同　
窓　

会　
を　
つ　
く　
り　
、　
中　
国　
全　
国　
各　
地　
で　
研　
究　

発
表
会
を
催
し
て
い
る
。

こ　
の　
こ　
と　
が　
、　
将　
来　
の　
日　
中　
交　
流　
の　

た　
め　
に　
ど　
ん　
な　
役　
割　
を　
果　
た　
す　
だ　
ろ　
う　

か
。も　
し　
冥　
土　
と　
い　
う　
と　
こ　
ろ　
が　
あ　
る　
な　

ら　
ば　
、　
お　
二　
人　
は　
か　
の　
地　
で　
「　
岡　
本　
君　
、　

し　
っ　
か　
り　
や　
れ　
よ　
」　
と　
お　
っ　
し　
ゃ　
っ　
て　

く
だ
さ
っ
て
い
る
こ
と
だ
ろ
う
。



編集後記

■なんとなく重苦しい世相の中、S P Fには新しい空気が流れ

つつあります。新事業ガイドラインの下で動きだしたさま

ざまな取り組みは、昨年度の助走期間を経て、本年度から

新規事業として本格的に活動を開始しました。また新しい

メンバー、特に若手を数人迎え、職員の平均年齢が少し下

がりました。きたる7月には、オフィスの移転も決定してい

ます。

「S P Fニューズレター」も、来年度からは少々衣替えをする

予定です。

1 9 9 8年第1号から連載してきた「会長インタビュー」は、

今回の山崎正和氏との対談をもって終了することとなりま

した。田淵節也会長が、経済問題はもとより、国際政治、歴

史、生命倫理、最新I T事情まで、幅広く各界の第一人者の

ご意見を伺うこのシリーズは、読者の皆さまにもご好評を

いただいてきました。編集者にとっても、毎回多くのこと

を学ばせていただく機会であり、貴重な経験となりました。

2 0 0 1年度からは、内外の識者の方々にもご協力いただき、

S P Fの活動報告のみならず、より広い意味での情報発信を目

指し、新たな企画をスタートさせるつもりです。皆さまの

これまで以上のご指導、ご協力をお願いする次第です。

（関　晃典）
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刊行物案内

■『非営利組織の成果重視マネジメント――NPO・行政・公益

法人のための［自己評価手法］』ピーター・F・ドラッカー、ギャ

リー・J・スターン編著、田中弥生監訳、ダイヤモンド社発行―

―「非営利組織のための評価：組織能力の向上にむけて」事業

の成果物

■『現代予防外交論』伊藤憲一編・著 日本国際フォーラム発

行――「日本予防外交センター支援」事業の成果物。予防外交、

紛争予防について理論・政策・事例研究の面から考察した体系

的説明書

■『Knowledge Emergence: Social, Technical, and Evolution-

ary Dimensions of Knowledge Creation』 野中郁次郎、西口敏

宏編、Oxford University Press発行――1995～97年に実施さ

れた「日・米・欧ビジネススクール・研究ネットワーク」事業

の成果物。「知識創造企業」について日米欧共同で行った研究の

成果をまとめた論文集

SPFでは、オン・デマンド出版サービス『BookPark（ブックパ

ーク）』（http://www.bookpark.ne.jp）を利用し、事業の報告

書やレポート、講演録の販売、閲覧を行っています。BookPark

および刊行物についての詳細は、広報・野村までお問い合わせ

ください。

TEL: 0 3 - 3 7 6 9 - 6 9 2 4

FAX: 0 3 - 3 7 6 9 - 2 0 9 0

E-mail: spfpr@spf.or.jp
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